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Ⅰ 財政計画の策定方針                            

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 計画策定の考え方 

  本計画は、利府町総合計画の実現に向けて、実施計画（3 ヵ年）における実施内容との整合

を図りながら策定します。また、策定にあたり、国や県の現行制度を基準として、将来にわた

り健全な財政運営を堅持するため、必要以上に基金や町債に頼らない予算構造となるよう、中

期的な収支見通しを示します。 

 

 

２ 計画の会計単位 

  本計画における会計は、一般会計を会計単位とします。 

 

 

３ 計画の期間 

  本計画は、利府町総合計画の終期と合わせ令和 4 年度を始期とした 9 ヵ年計画とします。ま

た、各種制度改正や社会情勢、経済状況の変動に応じるため、毎年度見直ししていくものとし

ます。 

 

 

  

本計画は、利府町総合計画に掲げる将来都市像「もっと先へ、チャレンジ利府！～みんな

の夢がかなうまち～」の実現に向け、財政的視点から検証・支援し、将来に渡って持続可能

な財政基盤を確立するための指針として策定します。 
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Ⅱ 財政の現状                                

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 歳入の状況 

歳入は、大きく分けて町税などの自主財源と、国県支出金・町債・地方交付税などの依存財

源に分けられます。本町の自主財源、依存財源については概ね同じ割合となっているため、盤

石な財政基盤とはなっておらず、国等の制度改正に大きく影響を受ける安定していない財政構

造です。近年は、東日本大震災による災害復旧・復興事業による国から交付金の増のほか、新

たな道路整備や文化交流センターの建築、老朽化した小学校の建替えや旧生涯学習センターの

解体など投資的経費の増加により、町債の発行額は増加傾向にあり、それに伴い、歳入総額も

増えている状況となっています。 

平成 22 年度から平成 27 年度まで人口は緩やか増加傾向であったが、近年は横ばいの

状況であるものの、新たな土地利用の推進や大型商業施設の開業により、歳入の根幹であ

る町税収入は上昇傾向を見込んでおりましたが、新型コロナウイルス感染症の影響により、

今後の社会状況は先行きが不透明となっております。そのような中、都市基盤や生活環境

の整備、少子高齢化に伴う社会保障費などの財政需要は増加の一途をたどっている状況に

あります。そのための財源確保策として、建設地方債の発行や臨時財政対策債、財政調整基

金の取崩しに頼らざるを得ない状況にあります。 
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２ 歳出の状況 

 歳出は、経常的経費と投資的経費（普通建設事業等）に大きく分けることができ、さらに経常

的経費の中で、人件費、扶助費、公債費、繰出金については義務的経費に分けられます。 

 平成 23 年 3 月に発災した東日本大震災により、平成 24 年度からは災害復旧・復興事業を実

施してきたため、投資的経費が増加となっています。また、歳入の状況でも説明している小学校

の建替えや文化交流センターの建築など、大規模事業の実施に伴い、近年は投資的経費が大きく

増加しています。 

人件費は、令和 2 年度から会計年度任用職員制度により、臨時職員の性質区分が物件費から人

件費に変更されたため増加し、また、扶助費は少子高齢化に伴う社会保障関係経費が増加してお

り、補助費については、新型コロナウイルス感染症対策に係る特別定額給付金事業の実施に伴い、

大きく増加しました。 

本町の歳出構造は、大きな削減が難しい義務的経費が歳出全体の約 5 割を占めており、近年は、

東日本大震災や新型コロナウイルス感染症対策など予期できない支出に大きく影響を受けていま

す。 
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３ 財政調整基金の状況 

 財政調整基金は、各年度において財源調整のための取り崩しや今後の事業実施のための積立て

を行っており、年度間にバラつきが生じています。特に、財政調整基金残高比率については、平

成 27 年度をピークに毎年減少傾向にあり、近年は県平均と比較しても低い水準となっています。 
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４ 将来負担残高の状況 

 地方債残高については、小学校の建替えや文化交流センターの建築をはじめとする投資的経費

の大幅な増加により、平成 29 年度から増加し、令和 2 年度末の残高は震災前の平成 22 年度と

比較して 13 億 9 千万円増の 145 億 9 千万円となっており、将来負担比率についても、並行し

て増加傾向にあります。 

 今後も、平成初期に整備した各種公共施設の改修や長寿命化計画に基づく大規模改修事業等の

実施により、町債の発行が見込まれていることから、計画的な事業執行による適切な町債管理を

行う必要があります。 
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Ⅲ 今後の財政見通し                              

 財政収支の推計方法については、令和 2 年度決算額、令和 3 年度決算見込額をベースとし、現

時点で見込まれる制度改正や実施計画採択事業を踏まえ推計しています。 

 なお、国や県の制度改正や町の事業の見直し等に伴い、変動が生じることが見込まれますが、

将来については不明な点が多いことから、現行の税制度や地方財政対策等を前提として推計して

います。 

 

【歳入】 

地方税 

新型コロナウイルス感染症の影響による減収傾向からの回復と、新

たな土地利用等の推進等による納税義務者の増加を勘案し、「伸び

率約 2.0％」で算定した。また、固定資産税は 3 年に一度の評価替

えによる変動を見込み算定している。 

譲与税・交付金 

国の制度改正を見込むことが難しいことから、各年度、令和 3 年度

決算見込額を計上した。 

ただし、消費税交付金は経済情勢の回復を見込み、「伸び率約 1.0％」

で算定している。 

地方交付税 

○普通交付税 

・基準財政収入額は、地方税及び地方消費税交付金の増収要因を見

込み、基準財政需要額については、少子高齢化に伴う社会保障費

等の増加要因を見込み算定した。 

○特別交付税 

・予測が困難なことから、各年度、令和 3 年度決算見込額を計上し

ている。 

分担金及び負担金 
令和 3 年度決算見込額をベースに人口増による保育料等の増を見

込み、「伸び率約 2.0%」で算定した。 

使用料及び手数料 
令和 3 年度決算見込額のうち、公共施設の指定管理制度への移行に

伴う使用料の減収等を勘案し、「伸び率 0%」で算定した。 

国庫支出金・県支出金 

現制度上の補助割合や将来予定される事業から試算 

・普通建設事業に係る国庫支出金は実施計画採択事業を反映し算定

した。 

・少子高齢化や障害者支援に伴う社会保障関係費等の増加要因を見

込み算定した。 

財産収入 
令和 3 年度決算見込額のうち一時的要因による土地売払収入を除

き、「伸び率 0％」で算定した。 

寄附金 
令和 3 年度決算見込額をベースに、ふるさと応援寄附金の将来の増

加を見込み、「伸び率約 5.0%」で算定した。 

繰越金 
各年度の決算見込額を翌年度に計上している。 

（繰越金の 1/2 は剰余金として財政調整基金への積立として計上） 
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繰入金 

公共施設整備基金については、実施計画採択事業を反映し算定し

た。 

ふるさと応援寄附基金については、前年度の積立金を次年度の繰入

金として計上している。 

諸収入 
令和 3 年度決算見込額のうち、公共施設の指定管理制度への移行に

伴う受講料の減等を勘案し、「伸び率 0%」で算定した。 

地方債 

実施計画採択事業を反映し算定した。 

臨時財政対策債については、令和 4 年度は「450 百万円」、令和 5

年度以降も毎年度「450 百万円」として算定した。 

 

【歳出】 

人件費 

令和 3 年度決算見込額をベースに算定した。令和 5 年度から令和

8 年度までは定員適正化計画に基づき算定し、令和 9 年度以降は、

「伸び率 0％」で算定している。 

物件費 
令和 3 年度決算見込額をベースに実施計画採択事業を見込み算定

した。 

維持補修費 公共施設等の経年劣化を想定し、「伸び率約 1.0%」で算定した。 

扶助費 
少子高齢化や障害者支援に伴う社会保障関係費等の増加要因を想

定し、「伸び率約 1.5%」で算定した。 

補助費 
各年度、令和 3 年度決算見込額のうち新型コロナウイルス感染症対

策関連の給付金等を差し引いた額で算定した。 

公債費 地方債償還計画により算定した。 

積立金 各年度の寄附金を予算積立金として計上した。 

投資及び出資、貸付金 各年度、令和 3 年度決算見込額を計上した。 

繰出金 

特別会計については、令和 3 年度決算見込額をベースに少子高齢化

や障害者支援に伴う社会保障費等の増加要因を見込むとともに、企

業会計については、上水道事業や下水道事業の増加要因を勘案し、

「伸び率約 2.0%」で算定している。 

投資的経費 
実施計画採択事業を反映し計上しており、令和 7 年度以降は各年度

「500 百万円」として算定した。 
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1

R1
2

(百
万
円
)

歳
入
・
歳
出
総
額
の
推
移

歳
入
合
計

歳
出
合
計

1,
27
0

1,
70
3

1,
32
3

1,
24
3

79
3

51
3

44
3

38
3

41
3

42
3

45
3

0

20
0

40
0

60
0

80
0

1,
00
0

1,
20
0

1,
40
0

1,
60
0

1,
80
0

R2
R3

R4
R5

R6
R7

R8
R9

R1
0

R1
1

R1
2

(百
万
円
)

年
度
末
基
金
残
高
推
移

14
,5
95

14
,4
46

14
,2
83

14
,0
29

13
,3
97

12
,9
25

12
,5
99

12
,2
85

11
,9
41

11
,5
91

11
,2
86

0

2,
00
0

4,
00
0

6,
00
0

8,
00
0

10
,0
00

12
,0
00

14
,0
00

16
,0
00

R2
R3

R4
R5

R6
R7

R8
R9

R1
0

R1
1

R1
2

(百
万
円
)

年
度
末
地
方
債
残
高
推
移

9



歳
入

の
詳

細

令
和

2
年

度

決
算

額
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率

地
方

税
4
,7

2
0

4
,5

4
6

△
 3

.7
4
,6

8
8

3
.1

4
,7

8
2

2
.0

4
,7

3
4

△
 1

.0
4
,8

2
8

2
.0

4
,9

2
4

2
.0

4
,8

7
4

△
 1

.0
4
,9

7
1

2
.0

5
,0

7
0

2
.0

5
,0

1
9

△
 1

.0

地
方

譲
与

税
9
9

8
5

△
 1

4
.1

8
6

1
.2

8
6

0
.0

8
6

0
.0

8
6

0
.0

8
6

0
.0

8
6

0
.0

8
6

0
.0

8
6

0
.0

8
6

0
.0

各
種

交
付

金
8
9
1

9
8
5

1
0
.5

9
6
0

△
 2

.5
9
6
7

0
.7

9
7
4

0
.7

9
8
2

0
.8

9
9
0

0
.8

9
9
8

0
.8

1
,0

0
6

0
.8

1
,0

1
4

0
.8

1
,0

2
2

0
.8

地
方

交
付

税
1
,1

6
2

1
,4

6
9

2
6
.4

1
,0

0
3

△
 3

1
.7

1
,0

0
7

0
.4

1
,0

2
7

2
.0

1
,0

1
2

△
 1

.5
1
,0

1
7

0
.5

1
,0

3
7

2
.0

1
,0

2
2

△
 1

.4
1
,0

2
7

0
.5

1
,0

4
7

1
.9

分
担

金
及

び
負

担
金

8
1

1
1
1

3
6
.9

9
1

△
 1

7
.9

9
3

2
.1

9
5

2
.2

9
7

2
.1

9
9

2
.1

1
0
1

2
.0

1
0
3

2
.0

1
0
5

1
.9

1
0
7

1
.9

使
用

料
及

び
手

数
料

2
1
1

2
0
4

△
 3

.3
1
8
8

△
 7

.8
1
8
8

0
.0

1
8
8

0
.0

1
8
8

0
.0

1
8
8

0
.0

1
8
8

0
.0

1
8
8

0
.0

1
8
8

0
.0

1
8
8

0
.0

国
・

県
支

出
金

7
,2

9
7

4
,3

5
1

△
 4

0
.4

3
,0

2
1

△
 3

0
.6

3
,0

5
4

1
.1

3
,0

8
7

1
.1

3
,1

2
1

1
.1

3
,1

5
6

1
.1

3
,1

9
2

1
.1

3
,2

2
9

1
.2

3
,2

6
6

1
.1

3
,3

0
4

1
.2

財
産

収
入

1
1

1
5
1

1
2
7
2
.7

6
△

 9
6
.0

6
0
.0

6
0
.0

6
0
.0

6
0
.0

6
0
.0

6
0
.0

6
0
.0

6
0
.0

寄
附

金
2
2
2

3
0
0

3
5
.1

3
5
0

1
6
.7

3
6
7

4
.9

3
8
5

4
.9

4
0
4

4
.9

4
2
4

5
.0

4
4
5

5
.0

4
6
7

4
.9

4
9
0

4
.9

5
1
4

4
.9

繰
入

金
5
6
0

4
9
9

△
 1

0
.9

7
9
1

5
8
.5

1
,1

1
3

4
0
.7

8
4
4

△
 2

4
.2

6
0
3

△
 2

8
.6

4
1
2

△
 3

1
.6

4
2
2

2
.4

3
3
3

△
 2

1
.2

3
4
4

3
.3

3
5
5

3
.3

繰
越

金
3
4
1

2
8
3

△
 1

7
.0

2
3
5

△
 1

7
.0

2
2
6

△
 3

.7
1
6
6

△
 2

6
.8

1
4
0

△
 1

5
.7

1
3
7

△
 1

.8
1
5
1

1
0
.2

1
4
9

△
 1

.7
1
1
1

#
#
#
#
#

1
4
4

3
0
.3

諸
収

入
4
1
9

4
3
1

2
.9

4
2
4

△
 1

.6
4
2
4

0
.0

4
2
4

0
.0

4
2
4

0
.0

4
2
4

0
.0

4
2
4

0
.0

4
2
4

0
.0

4
2
4

0
.0

4
2
4

0
.0

地
方

債
2
,1

7
5

9
2
5

△
 5

7
.5

9
5
6

3
.4

9
6
0

0
.4

6
0
0

△
 3

7
.5

7
5
0

2
5
.0

7
5
0

0
.0

7
5
0

0
.0

7
5
0

0
.0

7
5
0

0
.0

7
5
0

0
.0

歳
入

合
計

1
8
,1

8
9

1
4
,3

3
9

△
 2

1
.2

1
2
,7

9
9

△
 1

0
.7

1
3
,2

7
3

3
.7

1
2
,6

1
5

△
 5

.0
1
2
,6

4
0

0
.2

1
2
,6

1
3

△
 0

.2
1
2
,6

7
4

0
.5

1
2
,7

3
3

0
.5

1
2
,8

8
0

1
.2

1
2
,9

6
6

0
.7

P
6
～

P
7
の

条
件

を
基

に
算

出
し

て
い

ま
す

。
・

地
方

税
に

つ
い

て
は

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

に
よ

る
町

民
税

等
は

徐
々

に
回

復
し

て
い

く
と

見
込

み
、

令
和

5
年

度
以

降
に

お
い

て
は

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
発

生
以

前
の

4
7
億

円
程

度
を

堅
　

調
に

推
移

す
る

見
込

み
で

す
。

・
地

方
交

付
税

は
、

過
年

度
の

実
績

額
を

ベ
ー

ス
に

試
算

す
る

と
と

も
に

、
地

方
税

や
消

費
税

交
付

金
な

ど
の

増
収

要
因

を
見

込
ん

だ
基

準
財

政
収

入
額

と
、

少
子

高
齢

化
や

障
害

者
支

援
に

伴
う

社
会

保
障

関
係

費
等

の
　

増
加

要
因

を
見

込
ん

だ
基

準
財

政
需

要
額

を
算

出
し

、
交

付
額

を
見

込
ん

で
い

ま
す

。
・

繰
入

金
は

、
町

営
駐

車
場

の
用

地
取

得
や

定
住

促
進

住
宅

の
大

規
模

改
修

を
行

う
に

当
た

り
、

公
共

施
設

整
備

基
金

を
活

用
し

ま
す

。
ま

た
、

財
調

調
整

の
た

め
財

政
調

整
基

金
を

活
用

す
る

こ
と

と
し

ま
す

。
・

地
方

債
は

、
大

規
模

な
施

設
の

改
修

や
公

共
施

設
、

学
校

施
設

の
長

寿
命

化
工

事
等

を
計

画
的

に
行

う
た

め
、

投
資

的
事

業
の

財
源

と
し

て
一

定
の

発
行

を
見

込
ん

で
い

ま
す

。

区
分

(単
位

：
百

万
円

)

令
和

8
年

度
令

和
9
年

度
令

和
1
0
年

度
令

和
1
1
年

度
令

和
1
2
年

度

基
準

年
度

計
画

年
度

令
和

3
年

度
令

和
4
年

度
令

和
5
年

度
令

和
6
年

度
令

和
7
年

度

10



0

2,
00
0

4,
00
0

6,
00
0

8,
00
0

10
,0
00

12
,0
00

14
,0
00

16
,0
00

18
,0
00

R2
R3

R4
R5

R6
R7

R8
R9

R1
0

R1
1

R1
2

(百
万
円
)

歳
入
の
推
移

地
方
税

寄
附
金

繰
入
金

繰
越
金

そ
の
他
（
分
担
金
及
び
負
担
金
・
使
用
料
及
び
手
数
料
等
）

譲
与
税
・
交
付
金

地
方
交
付
税

国
庫
支
出
金

県
支
出
金

町
債

18
,1
89

14
,3
39

12
,7
99

13
,2
73

12
,6
15

12
,6
40

12
,6
13

12
,6
74

12
,7
33

12
,8
80

12
,9
66

52
.9
%

54
.2
%

52
.4
%

52
.1
%

52
.1
%

47
.1
%

45
.8
%

47
.6
%

47
.9
%

47
.9
%

0%
10
%

20
%

30
%

40
%

50
%

60
%

70
%

80
%

90
%

10
0%

R4R6R8R1
0

R1
2

自
主
財
源
と
依
存
財
源
の
割
合

自
主
財
源

依
存
財
源

11



歳
出

の
詳

細

令
和

2
年

度

決
算

額
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率
決

算
額

増
減

率

人
件

費
1
,8

6
1

1
,8

9
1

1
.6

1
,9

0
3

0
.6

1
,9

0
5

0
.1

1
,9

2
4

1
.0

1
,9

4
4

1
.0

1
,9

5
6

0
.6

1
,9

5
6

0
.0

1
,9

5
6

0
.0

1
,9

5
6

0
.0

1
,9

5
6

0
.0

物
件

費
2
,1

0
1

2
,8

5
1

3
5
.7

2
,5

6
7

△
 1

0
.0

2
,5

7
1

0
.2

2
,6

2
6

2
.1

2
,6

3
1

0
.2

2
,6

3
6

0
.2

2
,6

4
1

0
.2

2
,6

4
6

0
.2

2
,6

5
1

0
.2

2
,6

5
6

0
.2

維
持

補
修

費
3
1
5

3
6
2

1
5
.0

4
2
1

1
6
.1

4
2
5

1
.0

4
3
0

1
.2

4
3
5

1
.2

4
4
0

1
.1

4
4
5

1
.1

4
5
0

1
.1

4
5
5

1
.1

4
6
0

1
.1

扶
助

費
2
,8

0
9

3
,1

5
6

1
2
.4

2
,9

8
8

△
 5

.3
3
,0

3
3

1
.5

3
,0

7
8

1
.5

3
,1

2
4

1
.5

3
,1

7
0

1
.5

3
,2

1
7

1
.5

3
,2

6
5

1
.5

3
,3

1
3

1
.5

3
,3

6
2

1
.5

補
助

費
5
,2

3
5

2
,3

5
1

△
 5

5
.1

1
,2

7
7

△
 4

5
.7

1
,2

7
7

△
 0

.0
1
,2

7
7

0
.0

1
,2

7
7

0
.0

1
,2

7
7

0
.0

1
,2

7
7

0
.0

1
,2

7
7

0
.0

1
,2

7
7

0
.0

1
,2

7
7

0
.0

公
債

費
1
,0

0
9

1
,0

7
4

6
.4

1
,1

1
9

4
.2

1
,2

1
4

8
.5

1
,2

3
2

1
.5

1
,2

2
2

△
 0

.8
1
,0

7
6

△
 1

1
.9

1
,0

6
4

△
 1

.1
1
,0

9
4

2
.8

1
,1

0
0

0
.5

1
,0

5
5

△
 4

.1

積
立

金
1
5
8

7
7
9

3
9
3
.0

2
5
3

△
 6

7
.5

1
8
4

△
 2

7
.5

1
9
3

4
.9

2
0
2

4
.9

2
1
2

5
.0

2
2
3

5
.0

2
3
4

4
.9

2
4
5

4
.9

2
5
7

4
.9

投
資

及
び

出
資

、
貸

付
金

3
7
7

1
3
5

△
 6

4
.2

1
4
2

5
.2

1
4
2

0
.0

1
4
2

0
.0

1
4
2

0
.0

1
4
2

0
.0

1
4
2

0
.0

1
4
2

0
.0

1
4
2

0
.0

1
4
2

0
.0

繰
出

金
8
0
5

8
1
1

0
.7

8
4
6

4
.3

8
6
2

1
.9

8
7
9

2
.0

8
9
6

1
.9

9
1
3

1
.9

9
3
1

2
.0

9
4
9

1
.9

9
6
7

1
.9

9
8
6

2
.0

災
害

復
旧

費
1
2
4

9
△

 9
2
.7

0
△

 1
0
0
.0

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

小
計

1
4
,7

9
4

1
3
,4

2
0

△
 9

.3
1
1
,5

1
7

△
 1

4
.2

1
1
,6

1
3

0
.8

1
1
,7

8
1

1
.4

1
1
,8

7
3

0
.8

1
1
,8

2
2

△
 0

.4
1
1
,8

9
6

0
.6

1
2
,0

1
3

1
.0

1
2
,1

0
6

0
.8

1
2
,1

5
1

0
.4

投
資

的
経

費
2
,7

2
7

4
6
5

△
 8

3
.0

8
3
6

7
9
.9

1
,3

4
5

6
0
.9

5
7
5

△
 5

7
.2

5
0
0

△
 1

3
.0

5
0
0

0
.0

5
0
0

0
.0

5
0
0

0
.0

5
0
0

0
.0

5
0
0

0
.0

歳
出

合
計

1
7
,5

2
1

1
3
,8

8
5

△
 2

0
.8

1
2
,3

5
3

△
 1

1
.0

1
2
,9

5
8

4
.9

1
2
,3

5
6

△
 4

.6
1
2
,3

7
3

0
.1

1
2
,3

2
2

△
 0

.4
1
2
,3

9
6

0
.6

1
2
,5

1
3

0
.9

1
2
,6

0
6

0
.7

1
2
,6

5
1

0
.4

※
令

和
6
年

度
ま

で
は

、
実

施
計

画
事

業
の

採
択

を
踏

ま
え

反
映

し
て

い
ま

す
。

令
和

7
年

度
以

降
に

つ
い

て
の

投
資

的
経

費
に

つ
い

て
は

、
「

5
0
0
百

万
円

」
で

試
算

し
て

い
ま

す
。

 

主 要 な 投 資 的 経 費

(単
位

：
百

万
円

)

区
分

基
準

年
度

計
画

年
度

令
和

3
年

度
令

和
4
年

度
令

和
5
年

度
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の
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規
模
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完

了
に

　
よ
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、
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年
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減
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す
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も
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の

、
既
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の
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共

施
設

や
学

校
施

設
の

長
寿

命
化

　
に

係
る

新
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改

修
工
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な
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が
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に
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指
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